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平成２９年１月１８日判決言渡   

平成２８年（ネ）第１０００３号 特許権侵害差止等請求控訴事件（原審・東京地

方裁判所平成２６年（ワ）第１０８４８号） 

口頭弁論終結日 平成２８年１０月１１日 

判          決 

 

    控 訴 人       日 東 紡 績 株 式 会 社 

     

    訴訟代理人弁護士       浅 村 昌 弘 

    同         松 川 直 樹 

    補 佐 人 弁 理 士       金 井  建 

    同         井 上 洋 一 

 

    被 控 訴 人       ユ ニ チ カ 株 式 会 社 

            （以下「被控訴人ユニチカ」という。） 

     

    訴訟代理人弁護士       山  田  威 一 郎 

    同         中 村 小 裕 

    訴訟代理人弁理士       水 谷 馨 也 

    補 佐 人 弁 理 士       田 中 順 也 

    同         阿 部 清 二 

    同         毛 利 裕 一 

 

    被 控 訴 人       株式会社ライフアートプランテック 

            （以下「被控訴人ＬＡＰ」という。） 
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    訴訟代理人弁護士       西 田 正 秀 

    同         神 原  浩 

    同         谷 口 宗 彦 

    訴訟代理人弁理士       永 田 元 昭 

    同         大 田 英 司 

主          文 

１ 本件控訴を棄却する。 

２ 控訴費用は控訴人の負担とする。 

          事 実 及 び 理 由 

第１ 当事者の求めた裁判（控訴の趣旨） 

 １ 原判決を取り消す。 

 ２ 被控訴人らは，原判決別紙物件目録記載の各製品を生産し，譲渡し，貸し渡

し，若しくは輸入し，又はその譲渡若しくは貸渡しの申出（譲渡若しくは貸渡しの

ための展示を含む。）をしてはならない。 

 ３ 被控訴人らは，その占有に係る原判決別紙物件目録記載の各製品及びその半

製品を廃棄せよ。 

 ４ 被控訴人ユニチカは，控訴人に対し，３億０８００万円及びこれに対する平

成２６年５月１７日から支払済みまで年５分の割合による金員を（被控訴人ＬＡＰ

と連帯して）支払え。 

 ５ 被控訴人ＬＡＰは，控訴人に対し，３億０８００万円及びこれに対する平成

２６年５月１６日から支払済みまで年５分の割合による金員を（うち３億０８００

万円及びこれに対する同月１７日から支払済みまで年５分の割合による金員につい

ては被控訴人ユニチカと連帯して）支払え。 

第２ 事案の概要 

本件は，発明の名称を「透明不燃性シート及びその製造方法」とする特許第５１

４２００２号の特許権（以下「本件特許権１」といい，同特許権に係る特許を「本
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件特許１」といい，その願書に添付した明細書を「本件明細書１」という。）及び発

明の名称を「透明不燃性シートからなる防煙垂壁」とする特許第５１４２０５５号

の特許権（以下「本件特許権２」といい，同特許権に係る特許を「本件特許２」と

いい，その願書に添付した明細書を「本件明細書２」という。また，本件特許権１

と本件特許権２を併せて「本件各特許権」といい，本件特許１と本件特許２を併せ

て「本件各特許」といい，本件明細書１と本件明細書２を併せて「本件各明細書」

という。）の特許権者である控訴人が，被控訴人ＬＡＰが製造する原判決別紙物件目

録記載１の防煙垂壁（以下「本件防煙垂壁」という。）は，本件特許１の特許請求の

範囲の請求項１ないし３に係る各発明（以下「本件発明１－１」ないし「本件発明

１－３」という。）又は本件特許２の特許請求の範囲の請求項１ないし４に係る各発

明（以下「本件発明２－１」ないし「本件発明２－４」という。また，本件発明１

－１ないし１－３と本件発明２－１ないし２－４を併せて「本件各発明」という。）

の技術的範囲に属し，被控訴人ユニチカが製造して被控訴人ＬＡＰに販売する原判

決別紙物件目録記載２のシート（以下「本件シート」という。）は，上記のとおり本

件各特許の直接侵害品である本件防煙垂壁の生産にのみ用いるもの又は本件各発明

による課題の解決に不可欠なものであり，これについて間接侵害（特許法１０１条

１号又は２号）が成立する旨主張して，被控訴人らに対し，特許法１００条１項，

２項に基づき，本件防煙垂壁及び本件シート（以下，両者を併せて「本件防煙垂壁

等」という。）の生産，譲渡，貸渡し，輸入又は譲渡若しくは貸渡しの申出（以下，

これらを併せて「譲渡等」という。）の差止め並びに本件防煙垂壁等及びその半製品

の廃棄を求めるとともに，被控訴人らによる特許権侵害の共同不法行為が成立する

旨主張して，民法７０９条，７１９条に基づき，損害賠償金３億０８００万円及び

これに対する不法行為の後である各訴状送達日の翌日（被控訴人ＬＡＰについては

平成２６年５月１６日，被控訴人ユニチカについては同月１７日）から支払済みま

での民法所定の年５分の割合による遅延損害金の連帯支払（ただし，同月１６日の

遅延損害金については連帯せず被控訴人ＬＡＰのみの支払）を求める事案である。 
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原審は，本件各発明についての特許は，特許法２９条２項に該当し，訂正の対抗

主張（再抗弁）も成り立たないから，特許無効審判により無効にされるべきものと

認められるとして，控訴人の請求をいずれも棄却したため，控訴人は，原判決を不

服として，控訴を提起した。 

 １ 前提事実（争いのない事実等） 

 前提事実（争いのない事実等）については，次のとおり付加するほかは，原判決

「事実及び理由」の第２，２記載のとおりであるから，これを引用する（以下，原

判決を引用する場合は，「原告」を「控訴人」，「被告」を「被控訴人」，「別紙」を「原

判決別紙」とそれぞれ読み替える。）。 

 (1) 原判決９頁１９行目末尾に，行を改めて，次のとおり加える。 

 「（ｴ） 上記無効審判手続において，特許庁は，本件訂正１を認めた上，本件訂

正発明１－１ないし１－３に係る特許を無効とする旨の審決をした。控訴人は，上

記審決の取消しを求めて，知的財産高等裁判所に審決取消訴訟を提起した。」 

 (2) 原判決１０頁２４行目末尾に，行を改めて，次のとおり加える。 

 「(ｴ)  上記無効審判手続において，特許庁は，本件訂正２を認めた上，本件訂

正発明２－１ないし２－４に係る特許を無効とする旨の審決をした。控訴人は，上

記審決の取消しを求めて，知的財産高等裁判所に審決取消訴訟を提起した。」 

 (3) 原判決１２１頁（別紙訂正目録２）１４行目末尾に，行を改めて，次のとお

り加える。 

 「２Ｇ 全光線透過率が８０％以上であり，かつ，ヘーズが２０％以下であり，」 

 ２ 争点及び争点に対する当事者の主張 

 争点及び争点に対する当事者の主張は，次のとおり付加，訂正するほか，原判決

「事実及び理由」の第２，３及び４記載のとおりであるから，これを引用する。 

 (1) 原判決１２頁４行目冒頭から１３頁１６行目末尾までを次のとおり改める。 

 「ア 争点１－１（本件防煙垂壁は構成要件１Ｅ・２Ｅを充足するか）について 

本件各発明により規定される屈折率は，「ガラス繊維織物中のガラス繊維を構成
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するガラス組成物」と「一対の硬化樹脂層を構成する樹脂組成物」についてのもの

であるから，その屈折率の測定は，それらを生成するために用いられる前駆物質（原

料）を対象とするものではない。本件各発明における「ガラス繊維織物中のガラス

繊維を構成するガラス組成物」と「一対の硬化樹脂層を構成する樹脂組成物」の屈

折率を測定するためには，防煙垂壁を構成する透明不燃シートが，少なくとも一枚

のガラス繊維織物とガラス繊維織物を挟む一対の硬化樹脂層が一体となって構成さ

れているから，それぞれを粉体に分離して測定の対象とする必要がある（甲８の２）。

粉体の形態の屈折率の測定方法としては，「ＪＩＳ Ｋ ７１４２」のＢ法（ベッケ

法）の原理を用いることが一般的であり（甲２０３），最も適した方法であるといえ

る。 

本件シートにおけるガラスクロスを構成するガラス組成物及び硬化樹脂層を構成

するビニルエステル樹脂の各屈折率は，「ＪＩＳ Ｋ ７１４２」のＢ法（ベッケ法）

に従って測定すると，前者は１．５６４ないし１．５６５，後者は１．５７０であ

り，両者の差は約０．００５ないし０．００６である。 

 また，控訴人は，本件シートが付着したパンフレットを入手し，再度測定を第三

者に依頼した（甲８の２）。本件シートをガラス繊維粉体と樹脂粉体に分離し，それ

ぞれ屈折率とアッベ数を測定したところ，上記樹脂粉体の屈折率は１．５６６，上

記ガラス繊維粉体の屈折率は１．５６５であり，両者の差は０．００１（０．０２

以下）であった（甲８の３）。 

したがって，本件シートからなる本件防煙垂壁は，本件発明１－１ないし１－３

の構成要件１Ｅ及び本件発明２－１ないし２－４の構成要件２Ｅを充足する。 

イ 争点１－２（本件防煙垂壁は構成要件１Ｆ・２Ｆを充足するか）について 

本件シートにおけるガラスクロスを構成するガラス組成物及び硬化樹脂層を構成

するビニルエステル樹脂の各アッベ数は，前者は５６．４，後者は２８．５であり，

両者の差は約２７．９である。 

 また，上記アのとおり，控訴人は，本件シートが付着したパンフレットを入手し，
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再度測定を第三者に依頼した（甲８の２）。本件シートをガラス繊維粉体と樹脂粉体

に分離し，それぞれアッベ数を測定したところ，上記樹脂粉体のアッベ数は３５，

上記ガラス繊維粉体のアッベ数５６であり，両者の差は２１（３０以下）であった

（甲８の３）。 

したがって，本件シートからなる本件防煙垂壁は，本件発明１－１ないし１－３

の構成要件１Ｆ及び本件発明２－１ないし２－４の構成要件２Ｆを充足する。 

ウ 争点１－３（本件防煙垂壁は本件各発明の作用効果を奏しないことによりそ

の技術的範囲に属しないといえるか）について 

本件シート及び本件防煙垂壁は，照明の光を当てると青色の色彩を呈するものと

はいえないし，仮に多少の青みを帯びるとしても，着色が抑えられたシートを提供

するという本件各発明の作用効果を奏しない理由にはならない。 

エ 小括 

以上を前記前提事実(4)ウと総合すれば，本件防煙垂壁は，本件各発明の技術的範

囲に属し，被控訴人ＬＡＰによる本件防煙垂壁の譲渡等は，本件各特許権の直接侵

害を構成する。 

【被控訴人らの主張】 

ア 争点１－１（本件防煙垂壁は構成要件１Ｅ・２Ｅを充足するか）について 

本件シートの樹脂組成物の屈折率に関する控訴人の測定方法は，本件各明細書（本

件明細書１の段落【００９５】及び【００９６】，本件明細書２の段落【００９６】

及び【００９７】）に記載された樹脂の屈折率の測定方法（Ａ法）と相違する（少な

くとも，本件各明細書の記載から，「ＪＩＳ Ｋ ７１４２」のＢ法であると解釈す

ることは困難である。）。そして，本件シートにおけるガラスクロスを構成するガラ

ス組成物と硬化樹脂層を構成する樹脂組成物との屈折率の差が０．０２以下である

と認めることはできない。 

したがって，本件シートからなる本件防煙垂壁は，本件発明１－１ないし１－３

の構成要件１Ｅ及び本件発明２－１ないし２－４の構成要件２Ｅを充足しない。 
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イ 争点１－２（本件防煙垂壁は構成要件１Ｆ・２Ｆを充足するか）について 

本件各明細書には，ガラス組成物の測定方法に関する記載はなく，樹脂組成物の

屈折率の測定方法として記載されている「ＪＩＳ Ｋ ７１４２」は，「プラスチッ

クの屈折率測定方法」であり，ガラス組成物の屈折率測定方法として規定されてい

るものではない。ガラス組成物の測定方法については，出願当時，「ＪＩＳ Ｋ ７

１４２」に記載されているＡ法と同様の測定原理である臨界角法，Ｂ法と同様の測

定原理である浸液法だけでなく，Ｖブロック法や最小偏角法等も想定されるところ，

その測定方法の違いによって測定値も相違することが知られている。控訴人の主張

内容（本件各特許の無効審判において，控訴人は，本件各発明のガラス繊維の屈折

率についてはＶブロック法で測定されている旨主張している。）等に照らしても，樹

脂組成物の屈折率の測定方法として「ＪＩＳ Ｋ ７１４２」が記載されているこ

とをもって，ガラスの組成物の屈折率について，そのＢ法で測定されるべきものと

いえないことは明らかである。また，控訴人は，「測定方法について限定のない」な

どの表現を用いて，屈折率及びアッベ数の測定方法には限定がないことを明言して

いるほか，部材の屈折率は本件シートの設計値であるとか，部材であるガラス組成

物や樹脂組成物の屈折率を部材メーカー等から得ることを前提にしている発明であ

るとさえ主張している。 

本件シートのガラス組成物のアッベ数については，本件シートのガラス組成物の

原材料である「ＥＦガラス原材料２０１０１２」をＶブロック法により測定するこ

とが相当である（乙あ７４）。そして，本件シートの製造に用いたガラスヤーン（糸）

ＥＣＥ２２５ １／０（２２．５ｔｅｘ）」と同一のガラス組成物であるガラスマー

ブル「ＥＦガラス原材料２０１０１２」のアッベ数は，Ｖブロック法に従って測定

した屈折率に基づいて算出すると，６３．１である。これと本件シートにおける硬

化樹脂層を構成するビニルエステル樹脂のアッベ数（２８．５）との差は，３４．

６であり，３０を超える。 

控訴人は，本件シートにおけるガラスクロスを構成するガラス組成物及び硬化樹
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脂層を構成するビニルエステル樹脂の各屈折率及びアッベ数は，「ＪＩＳ Ｋ ７

１４２」のＢ法（ベッケ法）に従って測定すると（甲８），構成要件１Ｆ・２Ｆを充

足する旨主張するけれども，上記に照らすと，その測定結果は本件各発明の技術的

範囲の属否の判断に影響を与えるものではなく，構成要件１Ｆ・２Ｆを充足するこ

とを認めるに足りる証拠はないといえる。 

したがって，本件シートからなる本件防煙垂壁は，本件発明１－１ないし１－３

の構成要件１Ｆ及び本件発明２－１ないし２－４の構成要件２Ｆを充足しない。」 

 (2) 原判決１６頁１８行目末尾に，行を改めて，次のとおり加える。 

 「さらに，本件各発明が課題の一つとしている透過光の色付きは，ガラス繊維織

物内におけるガラス繊維フィラメント間及び経糸と緯糸とが重なり合う織目部分に

おいて，経糸と緯糸の間に生じる隙間にガラス組成物とは屈折率やアッベ数の異な

る物質が入り込むことにより生じる現象を指しているところ，提出された各文献は，

全て当該現象が生じることのない板ガラスよりなる防炎垂壁についての文献である

から，透過光の色付きという課題を認識しようがない。」 

 (3) 原判決１７頁１行目の「又は遮煙スクリーン」を削る。 

 (4) 原判決１７頁３行目末尾に，行を改めて，次のとおり加え，同頁４行目の

「(ｵ)」を「(ｸ)」と改める。 

 「(ｵ) 本件各発明では，シートを透明にするために，樹脂を被覆させたガラス繊

維織物ではなく，含浸させたガラス繊維織物を使用していること，樹脂を被覆した

だけのガラス繊維織物は透明とはなりえないこと，乙あ１発明は，あくまで天井に

垂壁を取り付ける方法に関する発明であることなどを踏まえれば，乙あ１発明にい

う「樹脂で被覆したガラス繊維織物」と本件各発明の「透明不燃性シート」との間

に一致点はない。 

 (ｶ) 防炎垂壁を不燃性にするという周知の課題及び防炎垂壁を透明で無色にす

ることが好ましいという周知の課題の両方を満たす材料としては，そもそも不燃性

であり，屈折率やアッベ数の異なる組成物間の境界面がないので適宜の調整を経る
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までもなく透明で無色であることが明らかな「板ガラス」が好適であるから，「防煙

垂壁を透明で無色にすることが好ましい」という周知の課題を解決するために，乙

あ１発明に乙あ１０発明のウエルディングカーテン材を適用する理由はない。 

 また，主引例である乙あ１文献で開示されている樹脂被覆ガラス繊維織物を用い

た防煙垂壁に，「地震時に落下したら割れるという問題点」は既に解決していると考

えるのであれば，副引例である乙あ９文献又は乙あ１０文献に記載された発明を組

み合わせる動機付けが検討されなければならない。乙あ１発明と組み合わせる動機

付けがあり得る他の引例としては，施工者の取付容易性について記載されたもので

あるはずであるが，無効理由１の副引例とされる乙あ９文献又は乙あ１０文献のい

ずれにおいてもそのような記載はない。乙あ１発明に副引例である乙あ９発明又は

乙あ１０発明を組み合わせる動機付けはない。 

 (ｷ) 本件各発明は，透明で，着色が抑えられ，不燃性で，落下して割れることが

防止できるという，従来品では，同時に満たすことができなかった優れた特性を同

時に実現できる防炎垂壁を得るという課題を設定した上で，当該課題を解決したこ

とに格別な技術的意義が存在する。このことは本件各発明の実施品が商業的成功を

収めていることからも明らかである。」 

 (5) 原判決２４頁１３行目末尾に，行を改めて，次のとおり加える。 

 「ガラス組成物の屈折率の測定方法には，①最小偏角法，②焦点移動による方法，

③浸液法（液浸法，ベッケ法，Ｂ法ともいう。），④臨界角法（Ａ法ともいう。），⑤

Ｖブロック法などがあり，各測定方法によって測定値も異なる数字になるものであ

るから，仮に，屈折率に「真の値」が存在するとしても，屈折率の値は測定方法に

よってまちまちとなり，何をもって「真の値」とするか確定しない。同じガラス組

成物について，Ｖブロック法による測定値が浸液法（Ｂ法）による測定値と比べて

最大で＋０．００７７になることに鑑みると，上記測定値の差異は，ガラス繊維を

構成するガラス組成物と硬化樹脂層を構成する樹脂組成物との屈折率の差が０．０

２以下との構成の充足性の判断に重大な影響を与える差異であり，単なる測定上の
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誤差ということはできない。」 

 (6) 原判決２５頁３行目末尾に，行を改めて，次のとおり加える。 

 「本件各発明にいう「ガラス繊維を構成するガラス組成物」の屈折率及び「硬化

樹脂層を構成する樹脂組成物」の屈折率はいずれも，シートとなった状態における

これら物質の固有の「真の値」を意味するものであり，多義ではない。したがって，

屈折率による数値限定により本件各発明を構成するガラス組成物及び樹脂組成物を

指定する手法は，請求項の記載自体から明確であると考えられる。 

 なお，本件各明細書に記載の「ＪＩＳ Ｋ ７１４２」の「プラスチックの屈折

率測定方法」にはＡ法とＢ法とが含まれるが，これらＡ法及びＢ法はいずれも「真

の値」が存在する屈折率を測定する方法として規格とされたものである（乙あ２８）。

ＪＩＳ Ｋ ７１４２によれば，Ａ法及びＢ法のいずれによっても，本件各発明に

おける屈折率の「真の値」をほぼ同じ精確さで測定することができる。」 

第３ 当裁判所の判断 

当裁判所は，本件シートからなる本件防煙垂壁は，本件各発明の構成要件１Ｆ・

２Ｆを充足せず，その技術的範囲に属するものとは認められないから，控訴人は，

被控訴人らに対し，本件各特許権に基づく差止等の請求をすることができないと判

断する。その理由は，以下のとおりである。 

１ 争点１（本件防煙垂壁は本件各発明の技術的範囲に属するか）について 

 (1) 本件各発明について 

 本件明細書１（甲２）には，次の記載がある（本件明細書２（甲４）にも同様の

記載がある（図面については，別紙本件明細書図面目録参照））。 

 ア 背景技術 

 「【０００２】 

 建築基準法及び建築基準法施行令は，建築物の火災時に発生する煙や有毒ガスの

流動を妨げ，避難や消火活動が円滑に行えるよう排煙設備を設けることを規定して

いる。そして，排煙設備や遮煙設備の一環として，オフィスビル，ショッピングモ
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ール等の建築物には防煙垂壁や遮煙スクリーンが設置されることが多い。 

 【０００３】 

 防煙垂壁は，建築物の天井に取り付けられるので，一般的には，視野を妨げない

ように，透明な板ガラスが用いられている。また，遮煙スクリーンはエレベータ前

などの天井部に設けた格納箱にポリイミド製フィルムの巻体を格納し，災害時にポ

リイミド製フィルムを引き出すことができるようにしている。板ガラスやポリイミ

ド製フィルムは，不燃性に優れていて，火災の時にも燃えない。 

 【０００４】 

 しかし，防煙垂壁としての板ガラスは，落下防止のための措置を施しても，落下

して割れることがあった。例えば，平成１５年５月２６日１８時２４分頃，岩手，

宮城県境沖を震源として発生した，Ｍ７，震度６弱の「三陸南地震」では，防煙垂

壁ガラスの破損が報告されている。そこで，防煙垂壁として，板ガラス以外の素材

のニーズがある。また，遮煙スクリーンとしてのポリイミド製フィルムは透明であ

るが，黄色味を帯びているため，更なる透明性の向上が望まれている。」 

 イ 先行技術文献 

 「【０００５】 

 特許文献１は，不燃シート材を開示している。この不燃シート材では，ガラス繊

維織物と樹脂層との屈折率の差について規定しておらず，不燃シート材は必然的に

不透明である。そして，不透明な不燃シート材を防煙垂壁に用いる場合には，視野

を妨げ，オフィス，商業施設等の美観を損ねるので，建築材料としては問題があっ

た。そこで，透明で，不燃性に優れ，かつ，割れない建築材料が所望される。 

 【０００６】 

 【特許文献１】特開２００３－２７６１１３号公報［判決注：乙あ１８］」 

 ウ 発明の効果 

 「【００１５】 

 本発明の透明不燃性シートは，不燃性のガラス繊維織物を用い，かつ，硬化樹脂
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層の重量が所定範囲内であるので，不燃性になる。ガラス繊維織物と硬化樹脂層と

の屈折率の差が０．０２以下であるので，ガラス繊維織物を視認できなくなり，透

明になる。また，ガラス繊維織物と硬化樹脂層とのアッベ数の差が３０以下である

ので，ガラス繊維織物と硬化樹脂層との界面で，可視光領域の散乱が少なくなり，

着色も抑えることができる。」 

 エ 実施の形態 

 (ｱ) 透明不燃性シート１０の説明 

 「【００１８】 

 図１は，本発明の一実施態様の透明不燃性シートを示す。透明不燃性シート１０

は，ガラス繊維織物２０と，ガラス繊維織物２０を挟む一対の硬化樹脂層３２，３

４とを含む。一対の硬化樹脂層３２及び硬化樹脂層３４は，ガラス繊維織物２０の

隙間を充填し，互いに連続している。」 

 (ｲ) ガラス繊維織物２０の説明 

 「【００１９】 

 ガラス繊維織物２０では，複数の経糸２２と，複数の緯糸２４とが組み合わさっ

ている。ガラス繊維織物とは，ガラス繊維を経糸及び緯糸に用いて，織った布をい

う。ガラス繊維織物は，ガラスクロスと呼ばれることもある。・・・ 

 【００２１】 

 ガラス繊維織物２０中の隣接する経糸２２の間の隙間２８が０．５ｍｍ以下であ

ることが好ましく，０．２ｍｍ以下であることが更に好ましい。また，ガラス繊維

織物２０中の隣接する緯糸２４の間の隙間が０．５ｍｍ以下であることが好ましく，

０．２ｍｍ以下であることが更に好ましい。ガラス繊維織物の経糸２２又は緯糸２

４の隙間が狭い場合には，炎がガラス繊維織物を通過し難くなるからである。 

 【００２２】 

 ガラス繊維織物中のガラス繊維としては，汎用の無アルカリガラス繊維（Ｅガラ

ス），耐酸性の含アルカリガラス繊維（Ｃガラス），高強度・高弾性率ガラス繊維（Ｓ
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ガラス，Ｔガラス等），耐アルカリ性ガラス繊維（ＡＲガラス）等があげられるが，

汎用性の高い無アルカリガラス繊維の使用が好ましい。・・・ 

 【００３４】 

 透明不燃性シート１ｍ２当たり，１枚のガラス繊維織物の重量は２０～１５０ｇ

／ｍ２であることが好ましい。１枚のガラス繊維織物の重量が１５０ｇ／ｍ２を越え

る場合には，硬化樹脂の含浸速度が遅くなり，作業性が低下したり，含浸不良を起

こすことがある。」 

 (ｳ) 硬化樹脂層３２，３４の説明 

 「【００２７】 

 図１では，硬化樹脂層３２及び硬化樹脂層３４が，ガラス繊維織物２０を両側か

ら挟んでいる。また，硬化樹脂層３２及び硬化樹脂層３４が，ガラス繊維織物２０

の隙間を充填し，互いに連続している。さらに，硬化樹脂層３２及び硬化樹脂層３

４は，ガラス繊維織物２０に接触している。・・・ 

 【００２９】 

 硬化樹脂層は，ビニルエステル樹脂，不飽和ポリエステル樹脂，又はエポキシ樹

脂などで構成されていることが好ましく，耐熱性，耐薬品性，機械的強度，硬化特

性に優れている点で，ビニルエステル樹脂で構成されていることが更に好ましい。」  

 (ｴ) ガラス繊維織物と硬化樹脂の量比 

 「【００３２】 

 本発明の一実施態様では，ガラス繊維織物２０が２０～７０重量％であり，一対

の硬化樹脂層３２，３４が８０～３０重量％である。ガラス繊維織物２０が２０重

量％未満の場合には，硬化樹脂層３２，３４の量が多くなり，透明不燃性シートの

不燃性が低下する。一方，ガラス繊維織物２０が７０重量％を越える場合には，硬

化樹脂層３２，３４の厚さが薄くなり，ガラス繊維織物の模様が浮き出てしまう場

合があり，また，透明不燃性シートの透明性が低下する。なお，後述の建築基準法

の評価法に基づく発熱性試験において，変形，熔融，亀裂などの損傷を抑え，不燃
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性をさらに向上させ，不燃性の認定に合格する水準にするために，本発明の透明不

燃性シートは，ガラス繊維織物２０が３０～７０重量％であり，一対の硬化樹脂層

３２，３４が７０～３０重量％であることが好ましい。」 

(ｵ) 屈折率 

「【００３５】 

本発明では，ガラス繊維織物中のガラス繊維を構成するガラス組成物と硬化樹脂

層を構成する樹脂組成物との屈折率の差が０．０２以下である。このように屈折率

の差が小さいので，不燃性シートが透明になる。屈折率とは，光が二つの媒質の境

界で屈折するとき，入射角の正弦と屈折角の正弦との比をいう。屈折率は，両媒質

中の光の速さの比に等しい。 

【００３６】 

本発明では，ガラス繊維織物中のガラス繊維を構成するガラス組成物の屈折率は，

特に制限がないが，例えば，１．４～１．７の範囲であることが好ましく，１．５

～１．６の範囲であることが更に好ましい。なお，ガラス繊維を構成するガラス組

成物が無アルカリガラスの場合には，屈折率を１．５５～１．５７の範囲にするこ

とができる。 

【００３７】 

硬化樹脂層の屈折率測定方法は，ＪＩＳ  Ｋ  ７１４２の「プラスチックの屈折

率測定方法」（Ｄｅｔｅｒｍｉｎａｔｉｏｎ  ｏｆ  ｔｈｅ  ｒｅｆｒａｃｔｉｖ

ｅ  ｉｎｄｅｘ  ｏｆ  ｐｌａｓｔｉｃｓ）に従う。具体的には，ガラス繊維織物

が含まれていない硬化性樹脂のフィルムを，ガラス繊維織物を含む場合と同じ条件

で作成し，アッベ屈折計を用いて測定する。」 

(ｶ) アッベ数 

「【００３８】 

本発明では，ガラス繊維織物中のガラス繊維を構成するガラス組成物と一対の硬

化樹脂層を構成する樹脂組成物とのアッベ数の差が３０以下である。アッベ数は，
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透明体の色収差を評価する数値であり，可視光領域の散乱の評価に用いられる。材

料のアッベ数Ｖは次のように定義される。 

【００３９】 

 

 【００４０】 

 nD, nF , nCは材料の波長がそれぞれ D-589.2 nm, F-486.1 nm , C-656.3 nm の

光に対する屈折率である。 

 【００４１】 

 ガラス繊維織物中のガラス繊維を構成するガラス組成物のアッベ数は，特に制限

がないが，例えば，３５～７５の範囲であることが好ましく，５０～７０の範囲で

あることが更に好ましい。」 

(ｷ) 不燃性 

「【００４２】 

本発明の透明不燃性シートは，輻射電気ヒ－タ－から透明不燃性シートの表面に

５０ｋＷ／ｍ2の輻射熱を照射する発熱性試験において，加熱開始後２０分間の総発

熱量が８ＭＪ／ｍ2以下であり，且つ加熱開始後２０分間，最高発熱速度が１０秒以

上継続して２００ｋＷ／ｍ2を超えないことが好ましい。本発明の透明不燃性シート

が，具体的にどの程度不燃性であるかを建築基準法における評価法に基づいて数値

で示したものである。」 

(ｸ) 全光線透過率，ヘーズ 

 「【００４３】 

 本発明の透明不燃性シートは，全光線透過率が８０％以上であり，かつ，ヘーズ

が３０％以下であることが好ましく，全光線透過率が８５％以上であり，かつ，２
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０％以下であることが更に好ましい。本発明の透明不燃性シートが，具体的にどの

程度透明であるかを数値で示したものである。・・・ 

 【００４５】 

 透明不燃性シートのヘーズの測定方法は，ＪＩＳ  Ｋ  ７１０５の「プラスチッ

クの光学的特性試験方法」（Ｔｅｓｔｉｎｇ  Ｍｅｔｈｏｄｓ  ｆｏｒ  Ｏｐｔｉ

ｃａｌ  Ｐｒｏｐｅｒｔｉｅｓ  ｏｆ  Ｐｌａｓｔｉｃｓ），「６．４ヘーズ」に従

う。具体的には，積分球式測定装置を用いて拡散透過率及び全光線透過率を測定し，

その比によって表す。 

 【００４６】 

 

【００４７】 

Ｈ：ヘーズ（％） 

Ｔｄ：拡散透過率（％） 

Ｔｔ：全光線透過率（％）」 

 オ 施工の一例 

 「【０１１２】 

 本発明の透明不燃性シートは，防煙垂壁又は遮煙スクリーンとして好適に用いる

ことができる。 遮煙スクリーンは，例えば，エレベーターのドアの外側の上部に，

丸めた状態で収納されている。そして，火災等の非常時に，遮煙スクリーンがエレ

ベーターのドアの前に降下し，エレベーター中に煙が侵入するのを防止ないし低減

する。」 

 (2) 構成要件１Ｅ・２Ｅの意義について 

 本件各発明の特許請求の範囲の記載のうち構成要件１Ｅ・２Ｅは，「前記ガラス繊

維織物中のガラス繊維を構成するガラス組成物と前記一対の硬化樹脂層を構成する
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樹脂組成物との屈折率の差が０．０２以下であり，」とされているところ，ガラス組

成物の屈折率について，繊維化する前のガラス組成物の屈折率をいうのか，ガラス

繊維の屈折率をいうのかについては，特許請求の範囲の記載からは必ずしも明らか

ではない。さらに，このことは，構成要件１Ｆ・２Ｆの「アッベ数」についても，

３波長の屈折率から算出される値であるところ（【００３９】），屈折率に基づいて算

出されるアッベ数にも影響を与えるものであるといえる。 

 この点，証拠（乙あ９０ないし９３）及び弁論の全趣旨によると，ガラス繊維は

溶けたガラスを冷却して作製されるものであるところ，同じ組成のガラスでありな

がら，繊維とした場合その性質が変わってくること，また，ガラスを急冷した場合

と徐冷した場合とでも屈折率が異なることが認められる。また，証拠（甲１１，２

５，３１，乙あ２７ないし２９，７５，８９）及び弁論の全趣旨によると，ａ 一

般に，ガラス組成物やプラスチック等の屈折率の測定方法として，①最小偏角法（プ

リズム状に加工した試料に入射する光の入射角を走査して，分光器を用いて入射光

と屈折光との偏角の最小値を求める方法），②焦点移動による方法（光学顕微鏡など

の集光観察系の対物側に平行平板試料を挿入したときの焦点の移動量からの屈折率

を求める方法），③浸液法（対象物を粉砕して粉末状にし，その試料粉末を屈折率浸

液に浸し，光学顕微鏡で粒子と浸液との境界に発生するベッケ線現象を観察して測

定する方法。液浸法，ベッケ法，Ｂ法ともいう。），④臨界角法（ガラス融液又は樹

脂組成物から作成した板状又はフィルム状の試料片を屈折率既知の標準プリズムの

上面に置き，標準プリズムと試料との界面にほぼ平行に光を照射し，アッベないし

プルフリッヒ屈折計で測定する方法。Ａ法ともいう。），⑤Ｖブロック法（Ｖブロッ

クプリズム上に同ブロック状の試料を載せ，プリズムの壁面の法線上から光を入射

し，屈折率を算出する方法）などがあること，ｂ 測定方法が異なれば，測定値も

異なる数字になる（例えば，同じ試料であっても，Ａ法によるか，Ｂ法によるかに

よって，測定値は異なる数字となる。）ことがあり，ｃ 同じガラス組成物について，

Ｖブロック法による測定値が浸液法（Ｂ法）による測定値と比べて最大で＋０．０
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０７７になることもあること，ｄ ａ，ｂの事実は本件各出願当時から知られてい

たことが認められる。 

 そこで，構成要件１Ｅ・２Ｅについて，本件各明細書の記載を参酌して判断する。 

 ア 本件明細書１（甲２）には，次の記載がある（本件明細書２にも同様の記載

がある。）。 

 (ｱ) 「【００３５】 

  本発明では，ガラス繊維織物中のガラス繊維を構成するガラス組成物と硬化樹脂

層を構成する樹脂組成物との屈折率の差が０．０２以下である。このように屈折率

の差が小さいので，不燃性シートが透明になる。屈折率とは，光が二つの媒質の境

界で屈折するとき，入射角の正弦と屈折角の正弦との比をいう。屈折率は，両媒質

中の光の速さの比に等しい。 

 【００３６】 

  本発明では，ガラス繊維織物中のガラス繊維を構成するガラス組成物の屈折率は，

特に制限がないが，例えば，１．４～１．７の範囲であることが好ましく，１．５

～１．６の範囲であることが更に好ましい。なお，ガラス繊維を構成するガラス組

成物が無アルカリガラスの場合には，屈折率を１．５５～１．５７の範囲にするこ

とができる。 

 【００３７】 

  硬化樹脂層の屈折率測定方法は，ＪＩＳ  Ｋ  ７１４２の「プラスチックの屈折

率測定方法」（Ｄｅｔｅｒｍｉｎａｔｉｏｎ  ｏｆ  ｔｈｅ  ｒｅｆｒａｃｔｉｖ

ｅ  ｉｎｄｅｘ  ｏｆ  ｐｌａｓｔｉｃｓ）に従う。具体的には，ガラス繊維織物

が含まれていない硬化性樹脂のフィルムを，ガラス繊維織物を含む場合と同じ条件

で作成し，アッベ屈折計を用いて測定する。」 

 (ｲ) 実施例 

「【００８０】 

  日東紡績（株）から販売されているガラス繊維織物（商品名  ＷＥＡ１１６Ｅ）
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を２００ｍｍｘ２００ｍｍの正方形に裁断した。このガラス繊維織物は，Ａｍｅｒ

ｉｃａｎ  Ｓｏｃｉｅｔｙ  ｆｏｒ  Ｔｅｓｔｉｎｇ  Ｍａｔｅｒｉａｌ（ＡＳＴ

Ｍ）のガラス繊維織物の規格２１１６に対応する。 

 【００８１】 

  このガラス繊維織物は，日東紡績（株）から販売されているガラス繊維，ＥＣＥ

２２５を経糸及び緯糸として織ったものである。・・・ 

 【００８３】 

  ガラス繊維，ＥＣＥ２２５は，Ｅガラスからなり，フィラメント直径は約７μｍ

である。Ｅガラスの屈折率は，１．５５８であり，アッベ数は５８である。Ｅガラ

スの組成は，５２～５６重量％のＳｉＯ２，１２～１６重量％のＡｌ２Ｏ３，１５～

２５重量％のＣａＯ，０より多く６重量％以下のＭｇＯ，並びに，０より多く１重

量％以下のＮａ２Ｏ及びＫ２Ｏを含む。Ｅガラスの密度は，２．５８ｇ／ｃｍ３であ

り，引張強度（２３°Ｃ）は３．４３ＧＰａである。・・・ 

 【００９５】 

 油化シェル（株）製エポキシ樹脂，エピコート１００１を９５重量部，エピコー

トＡ１５４を５重量部，和光純薬（株）製ジシアンジアミドを５重量部，広島化成

製イミダゾールを０．２重量部，及び，メチルセルソルブを２０重量部をスターラ

ーにて３０分間，攪拌し，未硬化のエポキシ樹脂ワニスを得た。そして，得られた

エポキシ樹脂ワニスにガラス繊維織物を浸漬し，余分なエポキシ樹脂ワニスをステ

ンレス鋼棒でかき落とし，エポキシ樹脂ワニス５０重量％，ガラス繊維織物５０重

量％に調整した。その後，１３０°Ｃの熱風乾燥機にて１０分間加熱し，半硬化状

態のシートを得た。 

 【００９６】 

 この半硬化状態のシートを鏡面加工した２枚のステンレス鋼板の間に挟み，１７

０°Ｃに温度調節した平面熱圧プレスにセットし，面圧力４９０Ｎ／㎠で加熱加圧

成形を行い，エポキシ樹脂を完全に硬化させ，不燃性シートを得た。なお，この硬
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化条件にて，ガラス繊維織物を用いなかった場合には，硬化したエポキシ樹脂シー

トの屈折率は１．５２であった。・・・ 

 【００９８】 

 日東紡績（株）から販売されているガラス繊維織物（商品名 ＷＬＡ２４０）を

用いた。このガラス繊維織物は，日東紡績（株）から販売されているガラス繊維，

ＥＣＧ７５を経糸として，ＥＣＧ３７を緯糸として織ったものである。・・・ガラス

繊維，ＥＣＧ７５及びＥＣＧ３７は，何れもＥガラスからなり，フィラメント直径

は何れも約９μｍである。」 

 (ｳ) 表１ 

 

 イ 前記アによると，本件各明細書には，樹脂組成物の屈折率について「硬化樹

脂層の屈折率測定方法は，ＪＩＳ  Ｋ  ７１４２の「プラスチックの屈折率測定方

法」（Ｄｅｔｅｒｍｉｎａｔｉｏｎ  ｏｆ  ｔｈｅ  ｒｅｆｒａｃｔｉｖｅ  ｉｎ

ｄｅｘ  ｏｆ  ｐｌａｓｔｉｃｓ）に従う。具体的には，ガラス繊維織物が含まれ

ていない硬化性樹脂のフィルムを，ガラス繊維織物を含む場合と同じ条件で作成し，

アッベ屈折計を用いて測定する。」と記載されていることが認められる。したがって，

樹脂組成物の屈折率については，「ＪＩＳ Ｋ ７１４２」（甲２０３）に規定され

たＡ法（板状またはフィルム状試験片に適用）とＢ法（粉末状，ペレット状，顆粒

状サンプルに適用）のうち，アッベ屈折計を用いるとされるＡ法により測定される
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ことが記載されていると認められる。 

 これに対し，ガラス組成物の屈折率については，いくつかの測定方法があり，測

定方法が相違すると測定値も異なることがあることは前記認定のとおりであるけれ

ども，本件各特許の特許請求の範囲の記載では，ガラス組成物の屈折率の測定方法

が特定されていないし，また，本件各明細書における発明の詳細な説明にも，ガラ

ス組成物の屈折率の測定方法は明記されていないことが認められる。 

 もっとも，このような場合であっても，本件各明細書におけるガラス組成物等の

屈折率に関する記載を合理的に解釈し，当業者の技術常識も参酌して，ガラス組成

物の屈折率の測定方法を合理的に推認することができるときには，そのように解釈

すべきである。 

 まず，前記アの本件各明細書の記載においては，特に，ガラス繊維織物に織られ

たガラス繊維の品番ＥＣＥ２２５，ＥＣＧ７５，ＥＣＧ３７等が特定されているの

に対し，そのガラス繊維であるＥＣＥ２２５，ＥＣＧ７５，ＥＣＧ３７等の屈折率

が表示されていないこと，その原料であるＥガラスの屈折率が１．５５８であると

表示されており，表１におけるガラス繊維織物の屈折率にもその１．５５８が用い

られていることなどを考慮すると，本件各発明における「ガラス繊維織物中のガラ

ス繊維を構成するガラス組成物」の「屈折率」は，ガラス繊維の屈折率を測定して

得られたものではなく，繊維化する前のガラス組成物（原料）の屈折率であると認

めるのが相当である。なお，Ｅガラスにも各種品目があり，Ｅガラスの屈折率につ

いては，１．５４８（乙あ９３），１．５６０（乙あ１１）のものもあるところ，本

件各明細書においては，Ｅガラスの中でも，屈折率が１．５５８のものが用いられ

たものと推認することができる。また，本件各明細書には，硬化樹脂の屈折率の測

定方法についての記載があるのに対し，ガラス組成物の屈折率の測定法についての

記載がないのは，ガラス組成物について，商品データベース（甲２６）などから，

その屈折率が得られることから，独自に測定する必要性がないことによるというこ

とができる。前記のとおり，実測によらないガラス組成物の屈折率は，実際のシー
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ト状態となったガラス繊維の屈折率とは一致しない可能性はあるけれども，上記で

認定した「ガラス繊維織物中のガラス繊維を構成するガラス組成物」の商品カタロ

グ等における「屈折率」を採用することで，硬化樹脂に埋め込まれたガラス繊維を

分離して，屈折率を測定する煩雑さを回避することができることを考慮すると，こ

のような定め方も不合理であるとはいえないし，本件明細書の表１によれば，ガラ

ス繊維の原料であるＥガラス組成物の屈折率である１．５５８を用いた上で，硬化

樹脂との界面の透明性を確保することが可能となっていることが認められる。 

 以上によれば，「ガラス繊維織物中のガラス繊維を構成するガラス組成物」の「屈

折率」は，繊維化する前のガラス組成物の屈折率を指すものと認めるのが相当であ

る。また，前記認定のとおり，「ガラス繊維織物中のガラス繊維を構成するガラス組

成物の屈折率」は，素材メーカーが製品とともに公表したものであることを前提と

すると，ガラス組成物の屈折率は「ＪＩＳ Ｋ ７１４２」（プラスチックの屈折率

の測定方法）で測定されたものと解することはできず，むしろ，ガラス組成物（Ｅ

ガラス）について素材メーカーが一般に採用する合理的な屈折率の測定方法により

測定されたものと解するのが自然な解釈であるといえる。そして，素材メーカーが

Ｅガラスについて商品データベースにおいて表示している屈折率は，小数点以下第

３位のものが多いことからすると（甲２６，乙あ１１，９３），少なくとも有効数字

が小数点以下第４位まで測定できる測定方法である必要がある。また，証拠（甲４

５，乙あ２７，８９，１０８）及び弁論の全趣旨によれば，小数点以下第４位まで

測定できる測定方法としては，精度の高い最小偏角法（精度は約１×１０－５）と，次

に精度が高いＶブロック法（精度は約２×１０－５）及び臨界角法（精度は１×１０－

4）のいずれかであると認められるところ，このうち表示される屈折率が上記のとお

り小数点以下第３位のものが多く，最も精度の高いものまで要求されないことや，

Ｖブロック法による測定が最も簡便であって，試料の作成も容易であること（乙あ

８９）を考慮すると，素材メーカーがＥガラスについて一般に採用する合理的な屈

折率の測定方法は，Ｖブロック法であると推認するのが相当である。現に，本件に
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おいて，控訴人及び被控訴人ユニチカが，本件シートや本件各発明の実施品のガラ

ス組成物の屈折率を，専門機関に依頼した上で，Ｖブロック法で測定していること

（甲２４，乙あ７４，９７の１）も，このことを裏付けるものである。 

 なお，本件各明細書には，樹脂組成物の屈折率については，「ＪＩＳ Ｋ ７１４

２」に規定されたＡ法により測定されることが記載されていること，ガラス組成物

の屈折率の測定方法については明確な記載がないものの，「ガラス繊維織物中のガ

ラス繊維を構成するガラス組成物」の「屈折率」としては，繊維化する前のガラス

組成物の屈折率が記載されており，その測定方法は前記のとおりＶブロック法であ

ると推認されることからすると，樹脂組成物の屈折率の測定方法については，「ＪＩ

Ｓ Ｋ ７１４２」の「Ｂ法」を追加する本件各訂正は新規事項の追加であり，ガ

ラス組成物の屈折率の測定方法については，「ＪＩＳ Ｋ ７１４２」を追加し，あ

るいはその「Ｂ法」を追加する本件各訂正はいずれも新規事項の追加である。 

 したがって，本件各訂正請求は，特許法１２６条１項の訂正要件に反するもので

あり，本件各訂正請求を認めた審決は未だ確定していないことからすれば（当裁判

所に顕著な事実である。），本件においては，本件防煙垂壁が本件各発明の技術的範

囲に属するか否かについて，本件各訂正請求の内容を考慮せずに判断すべきである

（仮に，本件各訂正請求を認める審決が確定すると，本件各訂正発明は，特許法１

２３条１項８号の無効理由を有するものとなる。）。 

 (3) 争点１－１（本件防煙垂壁は構成要件１Ｅ・２Ｅを充足するか）について 

 控訴人は，本件シートから得たガラス組成物及びビニルエステル樹脂の粉末試料

について，その屈折率を「ＪＩＳ Ｋ７１４２」のＢ法（ベッケ法）により測定し

たところ，「前記ガラス繊維織物中のガラス繊維を構成するガラス組成物と前記一

対の硬化樹脂層を構成する樹脂組成物との屈折率の差」は０．００６（０．００１）

であったから，本件シートからなる本件防煙垂壁は構成要件１Ｅ・２Ｅを充足する

旨主張する。 

 しかし，前記認定のとおり，構成要件１Ｅ・２Ｅの「ガラス繊維織物中のガラス
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繊維を構成するガラス組成物」の「屈折率」は，繊維化する前のガラス組成物の屈

折率を指すものと認めるのが相当であるから，本件シートから得たガラス組成物及

びビニルエステル樹脂の粉末試料について，屈折率を「ＪＩＳ Ｋ７１４２」のＢ

法（ベッケ法）により測定した結果によっては，ガラス組成物の屈折率は明らかに

ならないといわざるを得ない（繊維化する前後で，ガラス組成物の屈折率は異なり，

さらに測定方法によっても屈折率が異なることは前記認定のとおりである。）。 

 もっとも，控訴人及び被控訴人らのいずれの測定方法によっても，ガラス組成物

と樹脂組成物の屈折率の差（構成要件１Ｅ・２Ｅ）は，「０．０２以下」を大きく下

回るものであり（甲８，６２，乙あ９７の１），上記屈折率の差が０．０２の場合に

は，白濁が生じ透明性が劣ることは技術常識であるといえるところ（乙あ１０，１

１），本件シートは透明であると認められるから（乙あ３１，７０），本件防煙垂壁

が構成要件１Ｅ・２Ｅを充足する可能性は高いものといい得る。 

 (4) 争点１－２（本件防煙垂壁は構成要件１Ｆ・２Ｆを充足するか）について 

 控訴人は，本件シートから得たガラス組成物及びビニルエステル樹脂の粉末試料

について，屈折率を「ＪＩＳ Ｋ７１４２」のＢ法（ベッケ法）により測定した上

で，その屈折率等により，ガラス組成物及び樹脂のアッベ数を算出したところ，そ

れぞれ５６．４及び２８．５で，アッベ数の差は２７．９であり（甲８），再度実験

した結果によってもアッベ数の差は２１であったから（甲８の２，８の３），アッベ

数の差は３０以下となり，構成要件１Ｆ・２Ｆを充足する旨主張する。 

 しかし，前記認定のとおり，構成要件１Ｅ・２Ｅの「ガラス繊維織物中のガラス

繊維を構成するガラス組成物」の「屈折率」は，繊維化する前のガラス組成物の屈

折率を指すものと認めるのが相当であるから，本件シートから得たガラス組成物及

びビニルエステル樹脂の粉末試料について，屈折率を「ＪＩＳ Ｋ７１４２」のＢ

法（ベッケ法）により測定した結果によっては，ガラス組成物の屈折率は明らかに

ならず，したがって，アッベ数についても明らかにならないのであり，本件シート

が構成要件１Ｆ・２Ｆを充足していることの立証はないものといわざるを得ない。 
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 かえって，証拠（乙あ９７の１）及び弁論の全趣旨によれば，本件シートの製造

に使用したガラスヤーン（糸）「ＥＣＥ２２５ １／０（２２．５tex）」の原料と同

一のガラス組成物であるガラスマーブル「ＥＦガラス原材料２０１０１２」につい

て，Ｖブロック法を用いて有効数字を小数点以下第３位として四捨五入して屈折率

を測定し，その屈折率によってアッベ数を算出したところ，その数値は６３．１で

あったことが認められる。そして，樹脂組成物のアッベ数については，控訴人が測

定した２８．５（甲８）を前提とすると，本件シートからなる防煙垂壁は，「前記ガ

ラス繊維織物中のガラス繊維を構成するガラス組成物と前記一対の硬化樹脂層を構

成する樹脂組成物とのアッベ数の差」が３４．６であるから，その差が「３０以下

であり，」との構成要件１Ｆ・２Ｆを充足すると認めることはできない。 

 そして，本件各発明は，「ガラス繊維織物と硬化樹脂層とのアッベ数の差が３０以

下であるので，ガラス繊維織物と硬化樹脂層との界面で，可視光領域の散乱が少な

くなり，着色も抑えることができる。」（【００１５】）との効果を奏するのに対し，

本件シートからなる本件防煙垂壁は，透明ではあるが，無色透明というよりは，や

や青色を帯びており（乙あ７０の２），この点で，本件各発明の効果を奏していると

いうことも困難である。 

 控訴人は，本件各発明により規定される屈折率は，「ガラス繊維織物中のガラス繊

維を構成するガラス組成物」と「一対の硬化樹脂層を構成する樹脂組成物」につい

てのものであるから，その屈折率の測定は，それらを生成するために用いられる前

駆物質（原料）を対象とするものではない旨主張する。しかし，本件各明細書の発

明の詳細な説明の記載によれば，本件各発明における「ガラス繊維織物中のガラス

繊維を構成するガラス組成物」の「屈折率」は，ガラス繊維の屈折率を測定して得

られたものではなく，繊維化する前のガラス組成物（原料）の屈折率であると認め

られることは前記認定のとおりであり，ガラス繊維の原料であるＥガラス組成物の

屈折率である１．５５８を用いた場合でも，硬化樹脂との界面の透明性を確保する

ことが可能となっていることも前記認定のとおりである。したがって，控訴人の上
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記主張は採用することができない。 

 以上によれば，本件シートからなる本件防煙垂壁が，構成要件１Ｆ・２Ｆを充足

すると認めるに足りる証拠はないといわざるを得ない。 

 ２ 本件シートからなる本件防煙垂壁は，本件各発明の構成要件１Ｆ・２Ｆを充

足せず，したがって，本件各発明の技術的範囲に属するものとは認められない。 

 ３ 結論 

以上によれば，その余の点について判断するまでもなく，控訴人の請求はいずれ

も理由がなく，控訴人の請求を棄却した原判決は結論において相当であるから，本

件控訴を棄却することとし，主文のとおり判決する。 

    知的財産高等裁判所第１部 

 

          裁判長裁判官   設   樂      一 

 

 

 

             裁判官   岡   田   慎   吾 

 

 

 

 裁判官中島基至は，差し支えのため，署名押印することができない。 

 

 

        

          裁判長裁判官   設   樂      一 
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（別紙） 
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